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◼ 本事業においては、中小企業と投融資機関間のマッチングを促進するプラットフォーム「ミラサポConnect」の開発に際し、ユーザー候補となる投融資機関

を交えた検討会の実施を通じて、投融資機関が求めるサービス内容や、ニーズの高い情報・データ項目について検討を行いました。

◼ 検討会を通じて、投融資の実行までに、大きく候補先のソーシングと、検討先のデューディリジェンスの２つのステップがあることを踏まえ、ミラサポConnect

のサービスの狙いを、ソーシングのステップにおける「新規投融資先の候補抽出促進」および経営者へ面談を行うに先立つ「基礎情報・課題仮説の把

握」の一助となる情報提供と位置づけ、開発事業者との連携を通じて、サービスの開発・ローンチを推進しました。

◼ サービス開発終期にも再度検討会及びユーザーヒアリングを行い、開発内容が投融資機関側ユーザーのニーズに即しているか、今後のサービス改修・改

善の優先順位について聴取を行いました。

◼ 開発終期の検討会・ヒアリングから得られた声としては、投融資の意向や経営課題について、解像度の高い記載が求められている点が共通のニーズと

して確認されました。また、特に地域金融機関・地銀系ファンドについては、事前に企業名を把握したうえで開示依頼に臨みたいとの意向が確認されま

した。

◼ 今年度のミラサポConnectの仕様としては、Gbizプライムの登録企業は半自動的にミラサポConnectに登録され、企業側の能動的なアクションを必ずし

も必要としない設計となっていますが、今後、開示依頼数を増加していくうえでは、中小企業ユーザーに対しても、ミラサポConnectへの補完データ入力を

積極的に働きかけるとともに、企業の同意があれば開示依頼前も個社名を表示可能とするような設計としていくことが求められると思料されます。

◼ また、今年度は、投融資機関側のユーザーは、テストユーザーとしてユーザー数を限定していましたが、次年度以降、投融資機関ユーザーの利用促進を

図っていくうえでは、ミラサポConnectのサービス内容と親和性の高い投融資機関像を特定していくことが求められます。また併せて、マッチングに際して、

投融資機関と中小企業との間の情報の非対称性を防ぐため、投融資機関側でもミラサポConnect上にユーザー情報を登録してもらい、中小企業ユー

ザーにとって、どのような投融資機関が自社に開示依頼を出しているのかをよりわかりやすくするための機能が求められると思料します

3

エグゼクティブサマリ
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１ 本事業の実施概要（全体像）

4
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２ 実施事項

8
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（１）ミラサポConnect対外機能検討

9
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計８つの投融資機関について、現状の業務内容と、ミラサポConnectの利用可能性についての検討会を実施しました。

検討会メンバー（6月時）

（１）ミラサポConnect対外機能検討

①提供するサービスの在り方検討：検討会の実施（６月）

P
E

フ
ァ
ン
ド

C社

D社

A社

B社

E社

F社

G社

H社

地
銀
系
フ
ァ
ン
ド

地
銀
・
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金

6/2

6/2

6/2

6/1

6/8

6/9

6/7

5/30

メンバー 日時
◼ 投融資業務について

✓ ソーシングから投融資実行に至るまでの一般的な投資検討プロセス

✓ 前出プロセスのうち、特に重視している、あるいは工数を割いているプロセス

◼ 候補先の洗い出し（ソーシング）について

✓ 候補先の洗い出し（ソーシング）対象

✓ ソーシングに際し活用されているツール等

✓ ソーシングの段において収集する投資候補先の情報

✓ 投資対象として期待できる一方で、現状リストアップ（発掘）しづらい対象

（例；企業の規模、形態、所在地など）

◼ 意思決定について

✓ 実行に際し、手続き上満たす必要のある要件について

✓ ソーシングから投資判断に至るまでに求められる情報・データ（手続き上必要なもの

や、投資担当者の判断軸に基づくものなど）

✓ 前出の求められる情報・データの収集方法・収集ツール

✓ 前出の求められる情報・データのうち、現状取得しにくいもの

◼ 投融資業務の効率化余地について

✓ 投融資検討プロセス（前述ソーシングおよび投資の意思決定含む）に際し、現状

取得困難である一方、入手できればより一層の投資精度の向上に寄与するとお

感じになる具体的な情報・データについて。

✓ 検討プロセスについて、日常的に感じられている効率化余地

✓ 検討プロセスについて、精度向上や効率化に向け存在すると嬉しいツール
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プロジェクト中期（９月）にも、５〜６月のヒアリングを受けた検討結果についてアップデートを行うとともに、同時点での画面イメー

ジを提示しながら投融資機関の所感を聴取しました

検討会メンバー（9月時）

（１）ミラサポConnect対外機能検討

①提供するサービスの在り方検討：検討会の実施（9月）

B社

A社

C社

地
銀
系
フ
ァ
ン
ド

地
銀
・
信
金

9/8

9/7

9/8

メンバー 日時

◼ 現時点での画面イメージについて

✓ 現段階での開発内容は、５〜６月にヒアリングした内容を反映できているか

◼ データ項目について

✓ 表示項目は投融資機関のニーズを充足しているか

◼ 検索手法について

✓ 現行の絞り込み機能は十分か、フリーワード検索のような付帯的機能は必要か

◼ 利用シーンについて

✓ ミラサポConnectの現行の機能は、ソーシング業務に貢献できそうか
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具体的な目的マーケティング活動概要
ステ

ップ

• 中小企業庁や地方局、外郭団体などのリレーションを

活用した個別声かけ

• Gbiz登録事業者などのデータベースを活用した情報配

信

ダ
イ
レ
ク
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン

グ

無料

有料

W
e
b

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

１

２

（３）

２

（３）

４

• 委託事業者の独自リレーションを活用した周知

• （外部のマッチングサービスの利活用やデータベースの活

用）

• 中小企業庁や地方局などで保有するWebページでの

周知、LPへのバナーリンクの貼り付け

• 説明会や事例紹介などのイベント実施

• （部分的に有料）LPの拡充やSNSアカウントの構築

や運用、事例を活用した動画の制作や公式アカウント

での動画配信。

• 初期的な利活用や優良事例創出へ向けては、既存のリレー

ションを活用し、直接事業者に依頼をかけて理解を促すこと

が重要

• 予算の観点でも、なるべく費用をかけず既存アセットを活用

• 委託費用という点では有料ではあるが、独自リレーションを

有していたり、ネットワークを保有する事業者経由で集客を

図る

• ある程度マスへの働きかけを実施するために、既存のWebア

セットを活用し、情報が行き渡るよう取り組む

• 工数負担はかかるが、各種地域にある地方局や金融機関

などと連携し、説明会や事例紹介、セミナーなどを共同開催

するのも有効

• 委託費用はかかるがLPを拡充しSNSアカウントと連動したり

動画制作なども検討の余地あり

• ある程度の実績が出てきており、サービスとして安定稼働した

タイミングで有料広告を活用することも検討

有料

無料

• Web広告の運用

• 動画広告の配信

• 有料記事制作 など

ミラサポConnectの利用促進については、先進性や公共性といった特性を鑑み、公的機関を中心としたリレーションを活用した周知を

中心に据え、具体的な実績を作りながら利用者の裾野を広げることが望ましいと考えております。マーケティングの全体像は以下の通

り整理いたしました。

（１）ミラサポConnect対外機能検討
② サービス利活用促進のための方策

ミラサポConnectマーケティング活動の全体像





© 2024. For information, contact Deloitte Tohmatsu Financial Advisory LLC.16

プロジェクト終期（2月）にも、実際の本番環境をユーザー候補に提示しながら、データ項目の過不足やデータ内容の充実性につい

て聴取するため、改めて検討会を実施しました

検討会メンバー（2月時）

（１）ミラサポConnect対外機能検討

①提供するサービスの在り方検討：検討会の実施（ローンチ直前）

P
E

フ
ァ
ン
ド

B社

A社

C社

地
銀
系
フ
ァ
ン
ド

地
銀
・
信
金

2/9

2/16

2/20

メンバー 日時

◼ データ項目について

✓ ソーシングを行う上で十分なデータが表示・連携できているか

✓ 検索条件・フィルタリング項目の充足性

◼ データ内容について

✓ 連携されている補助金の申請内容について、ソーシング時に参考となる情報は含ま

れているか

✓ 補助金の申請実績はソーシング時の参考となるか

◼ 今後の優先改修点について

✓ 現状のミラサポConnectの機能の中で、ソーシングを行う上での障壁となっている点

はどこか

✓ 上記の障壁のうち、特に優先的に解消すべき点はどこか

D社 2/16
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検討会では、投融資機関から以下の声が寄せられました。

検討会での主要な声（詳細はAppendixを参照）

（１）ミラサポConnect対外機能検討
①提供するサービスの在り方検討：検討会の実施（ローンチ直前）

◼ 投融資ニーズ・経営課題

➢ 投融資機関共通の声として、開示依頼の

意思決定を行う上での判断材料として、

投融資ニーズ・経営課題の有無だけでなく、

その性質・種類について、より解像度を高

い情報に対するニーズが確認された。特に
PEファンドは、日々、M&A仲介会社等から
の膨大な情報をスクリーニングする必要が
あることから、ミラサポConnectの利用に際
しても、投資先として有望な候補をあらか

じめ数を絞り込んだうえで開示依頼を行い
たいとの声が得られた。

◼ 個社情報

➢ 地銀・地銀系ファンドは、自社（及びLP
行）との関係性を非常に重視しており、既

存の取引先、ないし過去に断りのあった先

に対して開示依頼を行うことを避けるため、

また、コンプライアンスチェックの観点からも、

事前に個社名を確認したうえで詳細な開
示依頼に進みたいとの要望があった

◼ 事業概要、強み・弱み

➢ 事業再構築補助金等で記載されている事

業概要や当社の強み・弱みの項目について

は、企業との対話開始における初期仮説を

立てる参考となるため有用であるとの声が得
られた。

◼ 非採択案件における申請内容

➢ 補助金の申請には、当該企業として何を行

いたいのかの意向・意思がある程度反映さ

れていると想定される。採択結果は公表され

るため、地銀の場合は当該結果を踏まえて

営業に活用しているが、逆に、非採択のケー

スについても、その申請内容は把握したいと
の声が得られた。

◼ 導入設備の内容

➢ 補助金で導入する設備情報については機関

によって評価は様々であり、事業内容のイ

メージを掴むうえで参考となるという声もある

一方で、導入した設備が実際に活用されて

いるとの担保がないと、情報としては使いにく
いとの声も得られた。

左記の「投融資ニーズ・経営課題」に関する解像

度に加え、追加的に必要なデータとして、以下の
項目についてのニーズが寄せられた。

◼ 企業属性

➢ 経営者の年代

➢ 業歴（会社設立からの年数）

※事業承継ファンドとの親和性を見極める材料
として

◼ 財務面

➢ 利益（営業・計上利益）推移

➢ 株主構成

➢ 関連会社の有無

➢ 外部資本の有無

※投融資（特に投資）先候補の有望性の判
断材料として

◼ 事業面

➢ 許認可の有無

※事業内容の解像度を高めるための材料とし
て

表示項目について 登録内容（補助金申請内容）について その他必要なデータについて
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（２）第一次サービスリリースの実施支援
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ローンチ後の想定ユーザーとなる投融資機関に対して、サービスとしての利便性や、実務における想定利用シーンについてのヒアリングを

行いました

ヒアリング先

（２）第一次サービスリリースの実施支援
①（１）における検討内容の検証

P
E

フ
ァ
ン
ド

F社

E社

G社

地
銀
系

フ
ァ
ン
ド

地
銀
・
信
金

2/15

2/14

2/27

メンバー 日時

◼ UI/UXについて

✓ 現在のミラサポConnectの表示内容は、直感的にわかりやすいものとなっているか

◼ データ項目・内容について（一部、検討会での協議内容と重複）

✓ ソーシングを行う上で十分なデータが表示・連携できているか

✓ 検索条件・フィルタリング項目の充足性

✓ 連携されている補助金の申請内容について、ソーシング時に参考となる情報は含ま

れているか

✓ 補助金の申請実績はソーシング時の参考となるか

◼ 想定利用シーンについて

✓ 現状のミラサポConnectの機能に鑑み、当該投融資機関のソーシング業務の中で、

具体的にどのようなシーンでの利用が想定されるか

✓ 想定利用が困難である場合の障壁・理由はなにか

ヒアリング項目（例）
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22

次年度以降は、対中小企業のみならず、投融資機関側のユーザー確保と利用促進も課題となるものと思料します。今年度の検討

会及びヒアリング結果から、ミラサポConnectとの親和性が高いと考えられる投融資機関像を以下に整理しました

ユーザーに愛されるプロダクト開発へ向けた課題

（２）第一次サービスリリースの実施支援
②実際のユーザーの反応を今後の開発や運用へ活用する

自社ソーシングの

比率が高いこと

◼ 投資・融資先の洗い出し（ソーシング）を自社で行う比率が高い、あるいは今後高めていこうとする投融資機関は、ミラサポ
Connectに対する潜在ニーズが高いと思料

逆に、外部紹介の比率が高い場合、現状の設計ではミラサポConnectのニーズは限定的となる（匿名での検索となる性質
上、外部から紹介された企業の調査という用途には使いにくいため）

自社（自行）での

投融資先

新規発掘の意向が

あること

◼ 独立系などシンプルなファイナンシャルリターンを求める投融資機関は、LPの政治的な制約を受けることなく積極的に新規投
融資先を発掘するため、ミラサポConnectの利用ニーズは高いと思料。

都市銀行や地銀が母体となる場合、取引先企業の成長支援の一環として投資機能を有するケースが多い。その場合LP行
の取引先の企業を優先的な投資ターゲットとする（LP行の取引先以外は新規発掘しない）ケースも多く、その場合、ミラサ
ポConnectのニーズは限定的となる可能性

営業範囲が

ある程度

広域的であること

◼ 営業範囲がある程度広い投融資機関については、ファンド規模も大きく広く企業情報を収集しているケースがあるため、エリア
限定的な投資機関と比較して相対的にニーズが強い

営業範囲が地理的に限定されており、既に地域内での事業者動向をある程度把握している投融資機関の場合、支店機
能などを活用し事業者の顔が見える関係構築を進めており、現段階の機能ではミラサポConnectのニーズは限定的となる可
能性が高い。市区町村レベルの絞り込みなどさらなる情報を付与し、地域内でのレピュテーション低下、クレームの予防になる
ような機能を欲していた
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（３）ミラサポConnect対外機能の利用規約
等関連文書の提案
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